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報告書の作成に向けて 

 

▽ 全体構成について 

 
１．はじめに 

 

２．事務事業評価 

(1)評価対象の選定 

(2)評価過程と視点 

(3)評価結果 

 

３．補助金評価 

 

４．評価制度に対する総括コメント 

 

５．資料 
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▽ 個別項目の内容確認について 

 

２ 事務事業評価 

 

(1)評価対象の選定 

全ての事務事業を対象とすることは、委員会の体制と時間的な制約か

ら困難であることから、次の基準で事務局が選定した４１事業から委員

会として関心の高い１９事業を評価対象とした。 

①補助金・交付金事業を除く 

②対象事業の選定 

ィ～金額の高いもの（直接事業費 1,000 万円以上） 

   ロ～市の独自性がある事業 

   ハ～環境に係る事業 

二～複合として高得点の事業（次の４点に該当する数から判断） 

・直接事業費が 100 万円以上 

・上記「ロ」に該当 

・上記「ハ」に該当 

・市民生活に密着した事業 

③①及び②で選定した事業が特定の部局に偏っていないかをチェック 

 

（事務事業名）    （事業担当部局） 

①就職支援事業（新卒雇用対策事業）   総務部総務課 

②広報紙発行事業   総務部情報推進課 

③ふれあい温泉事業(国保会計）   市民部市民課 

④エルフィンパーク活用事業   市民部エルフィンパーク市民サービスコーナー 

⑤環境保全事業（各種環境測定、監視）   環境部環境課 

⑥（生きがい福祉事業）福祉バス運行事業   保健福祉部福祉課 

⑦（地域生活支援事業）コミュニケーション支援事業   保健福祉部福祉課 

⑧（地域生活支援事業）社会生活支援事業   保健福祉部福祉課 

⑨一時保育事業   保健福祉部児童家庭課 

⑩児童センター運営事業   保健福祉部児童家庭課 

⑪（包括的支援事業）高齢者支援センター運営事業   保健福祉部高齢者支援課 

⑫（救急医療事業）在宅当番医制   保健福祉部健康推進課 

⑬公園管理事業   建設部都市整備課 

⑭除雪事業   建設部土木事務所 

⑮地域職業相談室運営事業   経済部商業労働課 

⑯水道第５期拡張事業   水道部水道施設課 

⑰地区公民館活動事業   生涯学習部社会教育課 

⑱(青少年指導支援事業)不登校等対策事業   生涯学習部青少年課 

⑲図書館読書サービス事業   生涯学習部図書館 
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(2)評価過程と視点 

委員会では、平成 19 年 7 月から 9月の計５回にわたり事務事業担当部

局に対するヒアリングを行った。 

   ヒアリングは、担当部局による概要説明の後、次の視点に沿って質疑

応答形式で実施。概ね、１事業当たり 20～30 分程度を要した。また、１

回では済まず、再ヒアリングを実施した事業もあった。 

 

＜評価の視点＞ 

 

【妥当性】 

・市民や社会の要求に合致しているか。 

・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥当性の度合）

・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公益性の度合）

 

【有効性】 

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達成度合） 

・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段有効度合）

 

【効率性】 

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか（費用対効

果の度合） 

・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率的な方法

はないか） 

 

【公平性】 

・受益者負担は適正か 

・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っていないか 

 

 

   ヒアリング実施後、その結果について協議を行い、委員間の意見集約

を図ったうえで、委員会としての意見をとりまとめた。 

  なお、意見集約の際に集約できなかった意見についても、各委員によ

る「主な意見」として掲載した。 
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(3)評価結果 

   今回評価を行った事務事業の個別の総合判定や今後の方向性に関する

意見は次のとおりである。 

（◆は総合判定、◎は今後の方向性に係る集約意見、・は委員の主な意見） 

 

①就職支援事業（新卒雇用対策事業） 総務部総務課 

 

②広報紙発行事業 総務部情報推進課 

 

③ふれあい温泉事業(国保会計） 市民部市民課 

 

④エルフィンパーク活用事業 市民部エルフィンパーク市民サービスコーナー 

◆見直し 

◎ 行政サービス窓口は、平日、週末、祝日の各時間帯ごとの利用状

況をまとめ、他市の実情なども考慮して、受付時間の大胆な見直し

を図る。同時に嘱託職員 5人の勤務体制は、民間会社並みの発想で

より省エネ型の運営を目指す。交流広場は、利用料無料という現状

の特性を生かした活用法の工夫とＰＲを行う必要があろう。 

 

⑤環境保全事業（各種環境測定、監視） 環境部環境課 

 

⑥（生きがい福祉事業）福祉バス運行事業 保健福祉部福祉課 

 

⑦（地域生活支援事業）コミュニケーション支援事業 保健福祉部福祉課 

 

⑧（地域生活支援事業）社会生活支援事業 保健福祉部福祉課 

 

⑨一時保育事業 保健福祉部児童家庭課 

 

⑩児童センター運営事業 保健福祉部児童家庭課 

 

⑪（包括的支援事業）高齢者支援センター運営事業 保健福祉部高齢者支

援課 

◆拡大重点化 

◎ 新予防給付のマネジメント業務の増加により、本来の高齢者支援

センター運営が厳しくなっている現状を改善するため、利用実態に

即した要員の配置が急務である。当面、新たに設置が決まっている

支援センター職員の有機的運用を図るなど弾力的な対応を検討する

必要があろう。 
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⑫（救急医療事業）在宅当番医制 保健福祉部健康推進課 

◆現状継続 

◎ 市民の健康を守るための救急医療体制の維持を目的とする事業で

あり、今後とも継続して行う必要がある。 

 なお、近年市内においては早朝、夜間の診療時間を延長する民間

医療機関も増加していることもあり、現行の実施時間帯が有効かつ

効率的なものとなっているか、医師会の意向も踏まえて検討する余

地はあると思われる。 

 

⑬公園管理事業 建設部都市整備課 

◆見直し 

◎ 少子化が進み、子供のいない公園が増加しているとはいえ、安全

管理を含めた遊具等の定期的なメンテナンスは欠かせない。利用実

績の少ない公園で破損し危険な遊具の撤去は、限られた財源の中で

はやむをえないが、その場合でも、ベンチや水回りなど公園として

欠かせない施設は残す必要がある。 

現在、市内を６ブロックに分けて行っている草刈りや清掃、施設

点検などの委託業務は、指定管理者制度を導入することで一括発注

方式に改め、経費削減に努める。一方、町内会など地域のボランテ

ィアに働きかけ、公園を「地元の庭」として、ゴミ拾いや草刈りな

どに積極的に参加してもらう。現状の報償制度の活用をさらに促す。 

 

⑭除雪事業 建設部土木事務所 

◆見直し 

◎ 除・排雪に対する市民ニーズの高まりは、高齢化の進展により増

加・多様化している。とりわけ出入り口などをふさぐ除雪のあと処

理への苦情は、毎年ワーストワンとなっている。本市の除雪体制・

実施状況が近隣市に比べ見劣りしていない現状に照らし、これら苦

情に全て対応するには限界があろう。この解決策としてボランティ

ア活動、パートナーシップ拡充など、市民との協働体制の強化が何

より求められる。これには市民の理解が不可欠であり、そのために

広報紙の活用、町内会への働きかけなど、日常の広報活動を見直し、

充実させる必要があろう。 

 

（他の主な意見） 

・ 市民生活の利便性に向けた、予算配分とならないか。また、除雪

業者が変わるときは市から十分な指導が必要であろう。 
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⑮地域職業相談室運営事業 経済部商業労働課 

◆現状継続 

◎ 求職者に対する職業相談窓口として場所及び検索機器等の提供と

ハローワークとの連携により一定の成果を上げているが、就職実績

をみると有効性は不充分である。利用者の目的は求職にあり、より

利便性の向上を高めるためには、市の管内事業所への積極的な働き

かけや関与により「求職・雇用の場、情報提供の充実」を図る取組

をしてほしい。 

 

⑯水道第５期拡張事業 水道部水道施設課 

 

⑰地区公民館活動事業 生涯学習部社会教育課 

 

⑱(青少年指導支援事業)不登校等対策事業 生涯学習部青少年課 

 

⑲図書館読書サービス事業 生涯学習部図書館 
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５ 資 料 

 

(1)委員会の開催経過 

 

平成 19 年 

6 月 14 日 第１回外部評価委員会 

         ○委嘱状の交付、委員長の選出・副委員長の指名、外部評

価の実施にあたり、事務事業評価に係る対象事業の選定

について 

 

7 月 9 日 第２回外部評価委員会 

         ○事業担当部局からのヒアリング、ヒアリング結果の協議

について、評価対象事業の決定について 

 

7 月 19 日 第３回外部評価委員会 

         ○前回結果のまとめ、事業担当部局からのヒアリング、ヒ

アリング結果の協議について 

 

8 月 9 日 第４回北広島市外部評価委員会 

○評価の視点の確認、事業担当部局からのヒアリング、ヒ

アリング結果の協議について 

 

8 月 23 日 第５回外部評価委員会 

         ○前回結果のまとめ、事業担当部局からのヒアリング、ヒ

アリング結果の協議について 

 

9 月 6 日 第６回外部評価委員会 

         ○前回結果のまとめ、報告書の作成に向けて、事務事業評

価全体に関する意見交換、事業担当部局からのヒアリン

グ、ヒアリング結果の協議について 

 

 

(2)委員会の構成 

 

委員長   村川  亘    道都大学 共通教育部 教授 

副委員長  麻生 敏子   市教育委員、行政相談委員 

委 員   天羽 浩    天羽浩 公認会計士事務所 代表 

委 員   澤井 將美   一般公募 

委 員   平山 成信   ヤクハン製薬㈱ 代表取締役副社長 


